
欠測値補完に係る主な方法等参考資料

参考１



（１）平均値代入（mean imputations）

計算式

１

平均値補完においては、当該項目についてのすべての回答の平均値を欠測値に代入する。yiを欠測が生じているi番目

のユニットの補完の対象となる項目yの値であるとすると、これらのすべての欠測値に代入される値は以下の通り

obsは、項目yについての項目回答者の集合を示している。

平均値補完は、補完の対象となっている項目の値がある程度均質的になる補完クラスを設定し、その平均値を代入

することもできる。その場合、式（１）は以下の通り置き換えられる。

yhiは補完クラスhの中のi番目のユニットの値であり、nh;obsは補完クラスhにおける項目yについての項目回答者の数

である。この拡張は、時にグループ平均値代入法と呼ばれる。

(1)

1 欠測値補完に係る主な方法

Handbook on Methodology of Modern Business Statistics(2017;Eurostat)；Theme: Model-Based Imputation p.3,4

＜項目の欠測（item non-response）への対応＞



活用事例

統計調査名 府省 全数・標本調査
の別

調査周期 活用事例

個人企業経済調査 総務省 標本調査 年次
期首・期末棚卸高について、層化平均
値により補完

特定サービス産業
実態調査

経済産業省 標本調査 年次

「主たる業務」の年間売上高の業務種
類別割合、契約先産業別割合について、
前回個票をもとに、規模別等のグルー
プに分け（例：主業事業従事者数、売
上高など）し、グループ毎の内訳項目
の構成比を算出し、補完を行う個票の
該当する規模別等のグループの構成比
により補完
※前回値が有る個票の場合は、前回値
により算出。

経済産業省生産動
態統計調査

経済産業省
一定規模以上全

数調査
月次

生産金額の回答があり、数量が無回答
の場合、双方の回答がある企業の平均
単価を計算し、回答金額を当該平均単
価で割り戻して補完

２



第6回評価分科会(令和2年2月19日)
資料５ 令和元年度個人企業経済調査～欠測値の補完について～（独立行政法人統計センター技術研究開発課）より

個人企業経済調査における活用事例

３



（２）回帰代入（regression imputation）

計算式

４

回帰補完は、仮定された回帰モデルにより、全てのユニットについて観測されている項目（補助変数）

x1,・・・・xqから得た予測値yを補完代入するもので、平均値補完や比率補完が一般化されたもの。多くの場合

では線形回帰モデルが用いられる。

ここで、a,b1・・・・・・・bqは最小二乗法により与えられたα,β1・・・・・・・βqの推定値である。補助

変数は全て観測されたものであり、項目yの予測値は、無回答の項目に対しても、回答者の項目に対しても与え

られる。

モデル式（３）は項目yの値と補助変数が双方とも観測されているレコードから通常は最小二乗法により推定

される。これにより、項目yの予測値は補助変数から以下の通り与えられる。

ここで、α,β1・・・・・・・βqは未知のパラメーター、εは誤差項である。すべてのユニットの誤差項は独立

的に、平均が0で分散がσ2である同じ正規分布に従うと仮定されている。

(3)

(4)

Handbook on Methodology of Modern Business Statistics(2017;Eurostat)；Theme: Model-Based Imputation p.4,5



活用事例

統計調査名 全数・標本調査の別 調査周期 活用事例

サービス産業動向調査
（2012年12月調査まで回帰
代入による補完を適用）

標本調査 月次

売上高及び事業従事者数について、１
か月目に限り、産業分類別に事業従事
者数を説明変数とした対数回帰モデル
により推定した値により補完

サービス産業動向調査における活用事例（2012年12月調査まで回帰代入による補完を適用）

売上高及び事業従事者数についての補完
（１か月目）

産業分類別に事業従事者数を説明変数とした対数回帰モデルにより推定した値を用いる。

log(yi)＝β0＋β1×log(xi)

yi：当月の売上高（当月の事業従事者数）
xi：母集団事業従事者数
ただし、回帰係数β0，β1は、回答があった事業所のうち、xi又はyiが０又はマイナスのものは除外して計算する。

（２か月目以降）
産業分類別の事業従事者規模別に前月からの変化率の平均値を算出し，前月の売上高（事業従事者数）を乗じて推定する。

平成24年サービス産業動向調査年報 「付録３調査対象事業所の抽出方法，結果の推定方法及び推定値の標本誤差」より 5



（３）比率補完（ratio imputation）

計算式

平成28年3月10日 第４回経済センサス活動調査研究会
参考資料ロバスト比率補定、CART、U検定について より 6



7

比率補完においては、補完対象の項目yとある程度比例関係にある、全て観測されている（又は補完されてい

る）一つの項目xを補助変数とする。最初に、yとxが両方とも観測されているユニットから、項目yとxの間の

未知の比率Rを推定する。

次に、欠測が生じているi番目のユニットの項目yiに、同じユニットの観測されている項目xiにこの比率をか

けた値を代入して補完する。

補完値は、回答者の値から推定された比率が、無回答者の値にも正確に当てはまるということを前提として、

導き出されている。

例えば、yが売上げ高、xが従業者数だとする。比率Rは従業者当たりの平均売上高を示す。式(2)により、i番

目のユニットについて観測されている従業者数に、従業者当たり平均売上高の推定値をかけることにより得

られたi番目のユニットの売上高推定値を導きだし、この推定値を補完に使用する。

Handbook on Methodology of Modern Business Statistics(2017;Eurostat)；Theme: Model-Based Imputation p.4,5

（２）



活用事例

統計調査名 府省 全数・標
本調査の
別

調査周
期

活用事例

経済センサス
活動調査
（平成28年
度）

総務省 全数 ５年

主要な経理項目（売上（収入）金額、費用総額及び給与総額）
について、比率補完の手法に基づき、24年活動調査において回
答された経理項目の層区分（産業分類、経営組織、国内常用雇
用者数）ごとの集計値の比率（売上（収入）金額と費用総額、
費用総額と給与総額の比率）を値の得られた経理項目に乗じる
ことにより補完。層区分については「回帰木（CART：
Classification And Regression Tree）」の手法を活用して設定
し、比率値については「繰返し加重最小二乗法（IRLS：
Iterative Reweighted Least Squares）」の手法を活用して算出

法人企業統計
調査

財務省 標本調査
年次・
四半期

全部無回答の全ての調査項目（計数項目）について、無回答法
人の資本金前後10社の平均調査項目対資本金比率に資本金を乗
じて算出した値を補完

8



法人企業統計調査における活用事例

第５回評価分科会(令和2年2月19日)
資料４ 法人企業統計調査の欠測値補完について（財務省財務総合政策研究所調査統計部）より 9



（４）最近隣ホットデック（nearest neighbor imputation）

計算式

１0

最近隣ホットデックにおいては、補助変数は、補完対象のi番目のユニットとドナー候補であるk番目のユ

ニットの間の距離関数を定義するのに用いられる。i番目のユニットの最近隣ユニットは、距離関数が最小と

なる回答者ユニットdと定義される。式としては、

ここでobsは項目yが観測されているユニットの集合を示している、すなわちドナー候補の集合である。

補完方法の説明に入る前に、上記の式（２）における距離関数の選択肢について簡単に説明しておく。補助

変数（ x1,・・・・xq ）は全て量的変数であると仮定すると、良く用いられるのは、以下の式により与えら

れる距離関数である。

（２）

（３）



ここでzは0より大きい値である。z=2であるとき、式(3)は良く知られているユークリッド距離を与える式と

なる。z=1であるときは、絶対値|xji-xjk|の合計となる、これはしばしば、「シティブロック距離」、又は「マ

ンハッタン距離」と称される。 zがさらに大きくなると、式(3)は、個々の補助変数の差分の大きさにより大き

なペナルティが与えられることになる。実際のところ、式(3)においてzを無限大に近づけると、「ミニマック

ス」と称される以下の距離関数が得られる。

式(4)による距離関数を適用すると、最近隣のドナーは、全ての補助変数について、補完対象から大きく離れ

てはならないことになる。実用的には、距離関数式（３）式においてz=1、z=2、又はzを無限大に近づけると

いった以外の選択肢が用いられることは希である。

式(3)をさらに一般化した式は、それぞれの補助変数が持つ「正確な補完値を探し出すために必要な重要性を

表すウェイトγj」を加えた以下の式で与えられる。

１1

（４）

（５）



１2

補助変数を異なる尺度で測ったとき、(3）式又は(5)式に対する補助変数の寄与率に隠れたウェイト付けが

されてしまうことに留意すべきである。例えば、x1が昨年のヨーロッパにおける売上高を示し、x2が従業者

数であるとする、マンハッタン距離 D1(i,k)=｜x1i-x1k｜+｜x2i-x2k|は、ほとんど絶対的に前者に依存する。

こうしたことを避けるためには、それぞれの補助変数の分散が等しく１になるように補助変数を最初に標準

化すべきである。あるいは、変数間の相関を考慮に入れたマハラノビス距離と呼ばれる距離関数が使われる

こともある(例えば、Little and Rubin,2002参照）、この距離はユークリッド距離D2(i,k)を一般化したも

のと見なすこともできる。

Handbook on Methodology of Modern Business Statistics(2017;Eurostat)；Theme；Donor Imputation p.4,5



活用事例

統計調査名 府省 全数・標本調査の別 調査周期 活用事例

個人企業経済
調査

総務省 標本調査 年次

仕入金額、経費計、経費計のうち給料
賃金について、同一調査年の他のユ
ニットの数値により最近隣ホットデッ
ク法により補完

１3



第6回評価分科会(令和2年2月19日)
資料５ 令和元年度個人企業経済調査～欠測値の補完について～（独立行政法人統計センター技術研究開発課）より

個人企業経済調査における活用事例

１4



（５）LOCF(Last observation Carried Forward)法のうち伸び率補完

計算式

15

補完対象である項目yが一つの補助変数xと強い相関関係に有り、例えばy=Rxの様に、係数Rが項目yと

xの関係を表していることを考えてみよう。縦断的データにおいては、このような関係が最も一般的

に考えられるのはxとその同じ項目の過去データyの対応である、ある時点tにおける観測データがそ

の前のt-1時点に観測されたデータと比例関係にあると仮定することは合理的である。過去の値の現

時点tのデータへの更新には、回答者のデータにおいて観測された伸び率が用いられる。補完値がこ

のような形式で決定されることとなると、項目yの値は同じ項目の前年の同じ月（もしくは同じ四半

期）と比例関係になる、従って、この選択肢は、前年t-12の値又は四半期前t-4の過去値を参照して

いることにな観測値を増やしていきる（これは時間が経緯していった場合の例である）。従って、欠

測値は、前回の、回答者ユニットの調査時点t時点とその前のt-1時点の間の観測された値の比率と同

じ比率を、欠測する直前の観測された値にかけることにより推定ができることになる。

言うなれば、i番目のユニットの過去t-1時点の項目yの値が、調査時点t時点の同じユニットの項目

yitの補完値の情報として使用され、一定の比率Rが二つの値の経時的関係値として使用されるとい

うことである。比率Rは未知の数字であるが、t時点及びその前の時点t-1どちらにおいても観測され

ているユニットのみから推定される。

（５）



16

yjtはj番目の回答者のt時点において観測された項目yの値、obsは観測された回答者のサンプル

である。前者の式によると、一定の比率Rは、t時点及びその前のt-1時点双方において回答の

あったユニットを用いて計算されたt時点及びt-1時点それぞれの平均値の間の比率と同じであ

る。

Handbook on Methodology of Modern Business Statistics(2017;Eurostat)；Theme:Imputation for Longitudinal Data p.7



活用事例

統計調査名 府省
全数・標本調査

の別
調査周期 活用事例

個人企業経済
調査

総務省 標本調査 年次
売上金額について、同一ユニットの過去データ
を時点調整（回答を得られているユニットの過
去からの変化率を乗じる）した数値により補完

商業動態統計
調査

経産省 標本調査 月次

全部無回答者の、商品販売額、販売先別商品販
売額、商品別手持額について、前月及び当月と
もに回答のあった事業所の集計値合計の前月比
伸び率を当月無回答者の前月回答値に乗じて補
完

17



第6回評価分科会(令和2年2月19日)

資料５ 令和元年度個人企業経済調査～欠測値の補完について～（独立行政法人統計センター技術研究開発課）より

個人企業経済調査における活用事例

18



（７）ウェイティング

計算式

19

標本デザイン上サンプルには既に重み付けがされている（ウェイトが付与されている）が、回答率が全ての層に

おいて決定された後に、新たな重み付け（ウェイト）は標本設計上のウェイトと回答率の逆数の産物として定め

される。新たな重み付け（ウェイト）は、推定値を求めるために、回答のあった標本単位の重み付けを行う

（ウェイティング）際に用いられる。

簡潔な説明のために以下の通り仮定しよう、標本デザインは層化されており、サブグループ（又は事後層）は

標本デザイン上の層と一致している、層hにおける回答率は以下の通り評価される。

次に、層の中のi番目のユニットiにおける標本デザイン上の重み付け（ウェイト）

に置き換えられる、一般的にHT推定量は以下の通り与えられる。

Handbook on Methodology of Modern Business Statistics(2017;Eurostat)；Theme；Weighting and Estimation – Main Module p.4,5

＜項目の欠測（item non-response）への対応＞

は新たな重み付け（ウェイト）



第6回評価分科会（令和2年2月19 日）
資料5令和元年個人企業経済調査～欠測値の補完について～ より

２0

２ 補完を行う層区分の検討事例



○令和元年度個人企業経済調査の欠測値の補完を検討した際の、補完クラス(層区分）
の考え方

第９回個人企業経済統計研究会(平成29年10月7日)
資料３ 令和元年個人企業経済調査～欠測値の補完について～ より

21



22

○令和元年個人企業経済調査の期首・期末棚卸の欠測値に対する補完に関して、観察されている項目の
一部を欠測させるシミュレーションを行い、NRMSEを用いて比率ホットデックと平均値補完を比較。

第9回個人企業経済統計研究会(平成30年10月7日) 資料3令和元年個人企業経済調査～欠測値の補完について～
第6回評価分科会（令和2年2月19 日）資料5令和元年個人企業経済調査～欠測値の補完について～ より

３ シミュレーションによる補完方法の検討事例



23



24



第６回評価分科会(令和２年２月19日)
資料６ 「特定サービス産業実態調査等における推計手法の確立に関する調査研究」について より

○特定サービス産業実態調査についての補完方法の検討

25



26

○建設工事施工統計調査における、平成28年経済センサスー活動調査等の情報を用いたいたウェイト
の調整による未回答への対応について、平成28年経済センサスー活動調査の結果との比較により検証

第8回評価分科会（令和2年10月30日）資料3 建設工事施工統計調査における欠測値補完の見直しについて（案） より

４ 経済センサス調査等他の情報源により判明している結果と比較した補完方法の検討
事例



27
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資料6 「特定サービス産業実態調査等における推計手法の確立に関する調査研究」について
https://www.soumu.go.jp/main_content/000670703.pdf
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https://ec.europa.eu/eurostat/cros/content/handbook-methodology-modern-business-statistics_en
https://www.soumu.go.jp/main_content/000533099.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/000666127.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/000670702.pdf
https://www.stat.go.jp/info/kenkyu/kojinke/10/pdf/shiryo3.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/000670702.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/000670703.pdf


○第8回評価分科会（令和２年10月）
資料3 建設工事施工統計調査における欠測値補完の見直しについて(案)[修正版]
https://www.soumu.go.jp/main_content/000715085.pdf

○第８回個人企業経済統計研究会（平成30年度第1回）
資料2 平成31年個人企業経済調査 ～経理項目の補完に向けて～
https://www.stat.go.jp/info/kenkyu/kojinke/09/pdf/shiryo2.pdf

○第９回個人企業経済統計研究会（令和元年度第1回）
資料3 令和元年個人企業経済調査 ～欠測値の補完について～
https://www.stat.go.jp/info/kenkyu/kojinke/10/pdf/shiryo3.pdf

○第４回経済センサス‐活動調査研究会（平成28年）
参考 ロバスト比率補定、CART、U検定について
http://www.stat.go.jp/info/kenkyu/e-census/katsuken/pdf/kk040201.pdf

○平成28年経済センサス‐活動調査
欠測値等の取扱いについて
（統計局ホームページ掲載）
https://www.stat.go.jp/data/e-census/2016/kekka/pdf/hotei.pdf

○「個人企業経済調査 未回答項目の補完について」（PDF：143KB）
統計局ホームページ掲載
https://www.stat.go.jp/data/kojinke/pdf/hokan.pdf

○平成24年サービス産業動向調査年報 付録３ 調査対象事業所の抽出方法，結果の推定方法及び推定値の標本誤差
https://www.stat.go.jp/data/mssi/report/2012/pdf/ap03.pdf
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